
   西予市文化財保護条例施行規則 

 

 

 西予市文化財保護条例施行規則(平成16年西予市教育委員会規則第37号)の全

部を改正する。 
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 第２章 市指定有形文化財(第２条～第14条) 
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附則 

   第１章 総則 

(趣旨) 

第１条 この規則は、西予市文化財保護条例(令和７年西予市条例第 号。以

下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

   第２章 市指定有形文化財 

(指定の申請) 

第２条 条例第10条第１項の規定による市指定有形文化財の指定を受けようと

する者は、西予市教育委員会(以下「教育委員会」という。)に対して指定の

申請をしなければならない。 

２ 前項の申請をしようとする者は、指定申請書(様式第１号)に所有者及び権

原に基づく占有者の同意書並びに指定を受けようとする文化財の写真を添え

て教育委員会に提出しなければならない。 

(指定書の交付等) 

第３条 条例第10条第６項に規定する指定書は、指定書(様式第２号)により交

付するものとする。 

２ 前項の指定書を亡失し、又は損傷したときは、事実を証明するに足りる文

書又は損傷した指定書を添えて指定書再交付申請書(様式第３号)により再交

付を申請しなければならない。 

(管理責任者選任又は解任の届出) 

第４条 条例第12条第３項の規定による届出は、管理責任者(選任・解任)届出

書(様式第４号)によるものとする。 



(所有者変更等の届出) 

第５条 条例第13条第１項の規定による届出は、所有者変更届出書(様式第５

号)によるものとする。 

２ 条例第13条第２項の規定による届出は、所有者の(氏名又は名称・住所)変

更届出書(様式第６号)によるものとする。 

(滅失、毀損等の届出) 

第６条 条例第14条の規定による届出は、(滅失・毀損・亡失・盗難)届出書

(様式第７号)によるものとする。 

(所在の場所変更等の届出) 

第７条 条例第15条の規定による届出は、所在の場所変更届出書(様式第８号)

によるものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、届出を

要しない。 

(１) 条例第16条第１項の規定による補助を受けて管理又は修理するとき。 

(２) 条例第18条第１項の規定による勧告を受けて行う措置をするとき。 

(３) 条例第18条第２項の規定による勧告を受けて行う修理をするとき。 

(４) 条例第20条第１項の規定による許可を受けて行う現状の変更又は保存

に影響を及ぼす行為(以下「現状変更等」という。)をするとき。 

(５) 条例第21条第１項の規定による届出をして行う修理をするとき。 

(６) 条例第22条第１項の規定による勧告を受けて出品するとき。 

(７) 条例第15条の規定による届出に際し変更前の場所に復することを明ら

かにしたもの及び前各号に掲げる所在の場所の変更を行ったもので、再び

変更前の所在の場所に復するとき。 

(管理又は修理費の補助申請等) 

第８条 条例第16条第１項の規定により補助金の交付を受けようとする者は、

教育委員会が別に定める申請書に設計書、仕様書、図面及び写真等を添えて

教育委員会に提出しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、補助金の交付に関し、必要な事項は、教育委

員会が別に定める。 

(現状変更等の許可申請) 

第９条 条例第20条第１項の規定による現状変更等の許可を受けようとする者

は、現状変更等許可申請書(様式第９号)を教育委員会に提出しなければなら

ない。 

２ 前項の申請書には、次に掲げるものを添えなければならない。 

(１) 現状変更等の仕様書及び設計図 

(２) 現状変更等をしようとする箇所の写真、位置図及び付近の見取図 



(３) 現状変更を必要とする理由を証するに足る資料があるときは、その資 

 料 

(４) 申請者が所有者以外の者である場合は、所有者の同意書 

(５) 専門家の意見書 

３ 条例第20条第１項の規定による許可を受けて行う現状変更等を終了したと

きは、速やかにその旨を記載した報告書に、その結果を示す写真を添えて教

育委員会に提出しなければならない。 

(維持の措置の範囲) 

第10条 条例第20条第１項ただし書の規定により、許可を受けることを要しな

い場合は、次の各号のいずれかに該当する場合とする。 

(１) 市指定有形文化財が毀損している場合において、その価値に影響を及

ぼすことなく当該市指定有形文化財をその指定当時の原状に復するため軽

微な措置をするとき。 

(２) 市指定有形文化財が毀損している場合において、当該毀損の拡大を防

止するため応急の措置をするとき。 

(修理の届出) 

第11条 条例第21条第１項の規定による届出は、修理届出書(様式第10号)によ

るものとする。 

(出品に要する経費の負担の範囲) 

第12条 条例第22条第３項の規定による市の負担とする費用又は市の負担とす

ることができる費用の範囲は、次のとおりとする。 

(１) 出品のための市指定有形文化財の移動に要する荷造費及び運送費 

(２) 前号の移動に際し、教育委員会が必要と認めて当該市指定有形文化財

を運送保険に付する場合は、その保険料 

(補償の請求) 

第13条 条例第20条第４項及び第22条第６項の規定により損失の補償を受けよ

うとする者は、次に掲げる事項を記載した請求書を教育委員会に提出しなけ

ればならない。 

(１) 市指定有形文化財の名称及び員数 

(２) 指定年月日及び指定書の記号番号 

(３) 所有者の住所及び氏名又は名称 

(４) 補償を受けようとする理由 

(５) 補償金の額として希望する金額 

(６) 前号の金額算出の基礎 

(７) その他参考となるべき事項 



(補償の決定) 

第14条 教育委員会は、前条の規定による請求書を受理したときは、審査の上

補償を行うか否かを決定し、その旨を請求者に通知しなければならない。 

２ 条例第22条第３項に規定する出品等に伴う補償金額の決定は、特別の事情

があるほか、次の各号のいずれかに掲げる金額を基準として行うものとする。 

(１) 市指定有形文化財が滅失した場合においては、当該市指定有形文化財

の時価に相当する金額 

(２) 市指定有形文化財が損傷した場合においては、当該損傷の箇所の修理

のため必要と認められる経費及び当該市指定有形文化財の損傷前の時価と

修理後の時価の差額との合計額に相当する金額。ただし、損傷の状況によ

りこれを修理することが不適当又は不可能であると認めるときは、損傷前

の時価と損傷後の時価の差額に相当する金額とする。 

３ 教育委員会は、前項の基準により定めた補償金の額が当該市指定有形文化

財の滅失又は損傷により通常生ずべき損失を補償するに足りないと認めると

きは、その額を超えて補償金の額を定めることができる。 

   第３章 市指定無形文化財 

(認定書の交付等) 

第15条 条例第26条第２項又は第５項の規定により市指定無形文化財の保持者

又は保持団体を認定したときは、認定書(様式第11号)を交付するものとする。 

２ 認定書を亡失し、又は損傷したときは、第３条第２項の規定を準用する。 

(保持者の氏名変更等の届出) 

第16条 条例第28条の規定により届け出なければならない場合は、次の各号の

いずれかに該当する場合とする。 

(１) 保持者が氏名、芸名、雅号等を変更したとき、又は保持団体が名称若

しくは代表者を変更したとき。 

(２) 保持者が住所を変更したとき、又は保持団体が事務所の所在地を変更

したとき。 

(３) 保持者について、その保持する市指定無形文化財の保存に影響を及ぼ

す心身の故障の生じたとき、又は保持団体がその構成員に異動を生じたと

き。 

(４) 保持者が死亡したとき、又は保持団体が解散(消滅を含む。)したとき。 

２ 前項の届出で第１号及び第２号の場合は、様式第６号に準じ、前項第３号

及び第４号の場合は、様式第12号によるものとする。 

(保存又は記録の公開のための補助申請等) 

第17条 条例第29条第１項又は第30条第３項の規定により補助金の交付を受け



ようとする者は、教育委員会が別に定める申請書を教育委員会に提出しなけ

ればならない。 

２ 前項に規定するもののほか、補助金の交付に関し、必要な事項は、教育委

員会が別に定める。 

(公開に要する経費の負担の範囲) 

第18条 第12条の規定は、条例第30条第２項の規定により、公開のために要す

る費用を市が負担する場合に準用する。 

   第４章 市指定有形民俗文化財及び市指定無形民俗文化財 

(現状変更等の届出) 

第19条 条例第34条第１項の規定による現状変更等をしようとする者は、現状

変更等届出書(様式第13号)を教育委員会に提出しなければならない。 

２ 第９条第２項の規定は、前項の届出について準用する。 

３ 第９条第３項の規定は、条例第34条第１項の規定による届出をして行う現

状変更等を終了した場合に準用する。 

(市指定有形民俗文化財に関する準用規定) 

第20条 第２条から第８条まで及び第11条から第14条までの規定は、市指定有

形民俗文化財について準用する。 

(市指定無形民俗文化財に関する準用規定) 

第21条 第17条の規定は、市指定無形民俗文化財について準用する。 

   第５章 市指定史跡名勝天然記念物 

(標識等の設置) 

第22条 条例第42条の規定による設置する標識、説明板には、次に掲げる事項

を記入するものとする。 

(１) 記念物の種類及び名称 

(２) 指定年月日 

(３) 指定の理由 

(４) 説明事項 

(５) 保存上注意すべき事項 

(６) 西予市教育委員会の文字 

(７) その他参考となるべき事項 

２ 前項の説明板には、指定に係る地域を示す図面を掲げるものとする。ただ

し、地域の定めがない場合その他特に地域を示す必要がない場合はこの限り

でない。 

(土地の所在等の異動の届出) 

第23条 条例第43条の規定による届出は、土地の所在等異動届出書(様式第14



号)によるものとする。 

(市指定史跡名勝天然記念物に関する準用規定) 

第24条 第２条、第４条から第６条まで、第８条から第11条まで、第14条の規

定は、市指定史跡名勝天然記念物について準用する。 

   第６章 市選定保存技術 

(市選定保存技術に関する準用規定) 

第25条 第15条から第17条までの規定は、市選定保存技術について準用する。 

第７章 市登録文化財 

(登録の申請） 

第26条 条例第52条第３項の規定による市登録有形文化財等の登録を受けよう

とする者は、教育委員会に対して登録の申請をしなければならない。 

２ 第２条第２項の規定は、前項の申請について準用する。 

(文化財登録原簿） 

第27条 条例第52条第１項の登録簿には、次に掲げる事項を記載するものとす

る。 

 (１) 文化財の種別 

 (２) 文化財の名称及び員数 

 (３) 文化財の所在の場所 

 (４) 文化財の所有者又は権原に基づく占有者の氏名又は名称及び住所（無

形文化財の場合は、保持者の氏名、芸名、雅号等及び住所又は保持団体の

名称及び事務所の所在地） 

(５) 管理責任者がある場合は、その氏名又は名称及び住所 

(６) 管理団体がある場合は、その名称及び事務所の所在地 

(７) 形状、特色及び内容を示す事項 

(８) その他参考となるべき事項 

(登録証の交付等） 

第28条 条例第52条第６項の規定による登録証は、登録証(様式第15号)により

交付するものとする。 

２ 前項の登録証を亡失し又は損傷したときは、第３条第２項の規定を準用す

る。 

(現状変更等の届出） 

第29条 条例第55条で規定する現状変更等の届出は、第９条第１項、同条第２

項に準じる。 

(維持の措置の範囲） 

第30条 条例第55条第１項ただし書の規定による維持の措置の範囲は、第10条



に準じる。 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日に施行する。 


